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はじめに

マイナンバー制度開始で⾏政側事務の効率化は確実に進んでいます．

⼀⽅、社員・家族のマイナンバー収集、改正個⼈情報保護法による
書類保管や情報システム改修等、企業の負担は⾼まっています．

ここに企業の負荷軽減をご理解頂き、現場ヒアリングから得た”マイ
ナンバー制度で可能となる企業共通の業務改善提⾔”を⽰しします．

本提⾔は、納税事務に関する社会コストの削減に繋がるばかりでな
く、異なる組織間の情報交換の精度向上に資すると考えます．

関係者皆様のご理解賜りたくお願い申し上げます．
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企業が従業員に代わって実施している⼿続き

１. 源泉所得税の算定と納付

２．住⺠税特別徴収税の納付

３．社会保険の⼿続きと保険料納付

本資料の
対象業務
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個⼈住⺠税 特別徴収事務
現状の流れと⾼負荷業務
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企業の⼈事・給与業務 年間スケジュール（全体像）
 法律に基づく企業共通の⼈事・給与業務の年間スケジュールを記しました．
 最も複雑で繁忙を極めるのは納税事務であり、当該業務の運⽤改善は企業共通の課題です．

⾮定型業務 ①納税事務対応
（法改正対策）

 新⼊社員の
各種資格取得届

健康保険・厚⽣年⾦
／雇⽤保険への
新規加⼊⼿続き

④住⺠税の特別
徴収税額通知

送付先市区町村から個別
に郵送されてくる個⼈⽤と
⼀覧表の２種類
※社員個⼈へ⼿渡し
（休業者等へは郵送）

 労働保険料
の年度更新

（6/1〜7/10）
 被保険者
賞与⽀払届

（賞与⽀払⽉）

 標準報酬⽉額の定時決定
（算定基礎届）

 賞与分の源泉所得税の納税
 賞与分の社会保険料の納税

①年末調整準備
(来年度分準備に
着⼿）

定型業務 ★毎⽉実施★
 前⽉分の源泉所得税・住⺠税納付（10⽇迄）／前⽉分の健康保険料・厚⽣年⾦保険料・介護保険料納付（⽉末迄）

実施⽉

業務区分
４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉

⾮定型業務 算定基礎届で改定された
社会保険料徴収額変更

（９⽉分から変更保険料
適⽤：翌⽉徴収）

①年末調整開始
（年間給与額/控除申
告/税額算定他）

 被保険者賞与⽀払
届 （賞与⽀払⽉）

①年末調整後の源泉所得税の処理
②源泉徴収票（所轄税務署へ）
③給与⽀払報告書（1/1の住所地市区町村へ）
★年末調整の精算税額納税（1/10）
※年末調整の再計算（申告訂正再計算）
★源泉徴収票・給与⽀払報告書を31⽇迄に提出

 賞与分の源泉所得税の納税
 賞与分の社会保険料の納税

定型業務 ★毎⽉実施★
 前⽉分の源泉所得税・住⺠税納付（10⽇迄）／前⽉分の健康保険料・厚⽣年⾦保険料・介護保険料納付（⽉末迄）

実施⽉
業務区分 １０⽉ 11⽉ １２⽉ １⽉ 2⽉ 3⽉

年末調整
業務

住⺠税納税⼿続き
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企業の納税事務 ⼿続きフロー（①〜⑥の順）

給与所得の
源泉徴収票

注4：特別徴収税額通知データは平成28年度改正で
「正」とされるも、市町村からの電⼦交付は義務ではない．

住⺠税決定通知書2種
（特別徴収税額通知）

eLTax 注２

所轄税務署

従業員
従業員居住の市区町村へ

住⺠の収⼊を合算し課税所得
⾦額（注3）に対する住⺠税
徴収税額を決定

 企業（徴収義務者）通知
 個⼈（納税義務者⽤）通知

給与⽀払報告データ
（源泉徴収票・総括表）

注3：課税所得⾦額
１年間の所得から必要経費、損失分、扶養等の
各種所得控除を差し引いた⾦額

ｅ-Tax

事業者
（給与等の⽀払者）

年末調整
（所得控除申告）

注２： eLTax（エルタックス）
地⽅税ポータルシステム

注１： e-Tax（イータックス）
国税電⼦申告・納税システム

特別徴収税額
通知データ(注４）

①

 企業は給与⽀払い実施者として年末調整（源泉徴収額と実税額との調整作業）の実務を担っている．
 企業が年末調整分を控除・加算して源泉所得税額を算定し、源泉徴収票（給与⽀払報告書）を、税務署と
従業員の居住する市区町村へ提出・納税する．

※所得控除※
配偶者控除・扶養控除・保険料控除・
住宅ローン控除等の14種

源泉所得
税額の納付

申告/納税注1

住⺠税
決定通知書

地⽅税の
納付

※年末調整の対象者は「給与所得者の扶養控除等（異動）申請書」提出者が対象

（平成28年9⽉17⽇現在）

1741市区町村
新しい住⺠税額は
６⽉〜翌年５⽉適⽤.
※給与からの特別徴収

所
得
税

②

③-2

④

③-1③-1

給与⽀払報告データ
（源泉徴収票・総括表）

⑤

⑥

⑥

１.従業員配布⽤

給与所得等に係る特別徴収税額の決定・変更通知書
（特別徴収義務者⽤）

２.企業向け⼀覧表
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Ⅰ：採⽤ Ⅱ：退職 Ⅲ：勤務先変更

Ⅴ：転居

新卒

既卒
（前職無し）

転職
（前職あり）
パート・アルバ
イト採⽤含む

定年

転職
（別会社へ）

離職
（無職へ）

死亡 企業名変更

転籍

国内

海外

Ⅵ：報酬、料⾦、契約⾦
及び賞⾦の⽀払

Ⅳ：休職

育児休業

介護休業

私傷病休業

※①：給与⽀払い停⽌時.
雇⽤保険から給付⾦⽀給．
普通徴収に変更．

※①

※①

※②

※②：給与⽀払い停⽌時．
健保から傷病⼿当⾦⽀給．
休職期間は普通徴収に変更．

⾼負荷業務（その２）：従業員の異動に伴う⼿続きⅠ〜Ⅵ

給与⽀払いの開始や停⽌等に伴い、企業から市区町村への申請⼿続きが都度発⽣．
期間の定めのある雇⽤契約や中途採⽤・転籍等の⼈材流動化でも企業事務は年々増加．

※①

転勤
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納税業務改善提言

～住民税決定通知の受領手続きを中心に～
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 市区町村交付の「特別徴収税決定通知」は、
H28年度税制改正で電子情報「正」となった

 自治体送付は書類が主流のため企業コスト
（臨時雇用+開封＋確認＋手入力）変わらず

 自治体からの送付帳票へのマイナンバー記載
で安全管理措置（保管+郵送他）コスト増

現状課題

電⼦データの提供環境整備を策定し、希望企業に
全⾃治体から税額通知を電⼦送付頂きたい

メリット

全市区町村から特別徴収税額通知の電⼦化送付希望提言①

全国の市区町村
（1741箇所）

A区役所

Ｂ市役所

給与
システム

⼿⼊⼒

（従業員⼈分を⽬視で確認）

期待される効果

大幅な経費削減に加え
正確＋迅速に更新可

電
⼦
情
報
正

Ｂ市役所Ａ区役所

Ｃ町役場Ｄ区役所

 「特別徴収税決定通知」を全ての市区町村か
ら電子交付付されれば正確で迅速に更新可能

 安全管理措置コスト（人件費＋保管費＋関連
経費）を大削に削減

 個人向け通知書交付事務の効率化

企業

給与
システム

ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
エ
ル
タ
ッ
ク
ス

Ｃ町役場

書
類
送
付
正

電
⼦
情
報
正

（※市区町村が選択）

企業⼤量書類

特別徴収税額通知書

全国の市区町村
（1741箇所）

臨時雇⽤

容易に更新

不要 保管費
不要

全市区町村

保管ｺｽﾄ

経費

書留代
不要

主流は
こちら
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現
状
課
題

 提供形式（封書の⼤きさ、封⼊⽅法、帳票サイズ）は⾃治体独⾃であり、受領企業は仕分け＋開封＋受領確認等が⼀⼤事．
 企業の給与担当者は⽒名確認＋配布作業に厖⼤な⼯数と経費発⽣．
 ⾃治体によって企業送付⽇も異なるため、給与担当者は短期間での台帳と受領書類の不⼀致の確認に疲弊．
（６⽉分給与から税控除と従業員への通知が必要なため、全企業の給与担当者は短期間での処理に疲労困憊）

 総務省通達（※）により個⼈情報保護シール添付⾃治体はさらに拡⼤が予想され、書類形式もさらに多様化へ．

＜納税義務者（従業員）へ企業経由で⾃治体から交付される通知書の⼀例＞

希望企業への電⼦的提供、または住⺠への直接交付を希望します

シール貼付け型

シーリング型

【ご参考】多様化する住民税決定通知（個人用）

・企業の給与担当者経由での交付より、⾃治体からの直接交付の⽅が合理的．（時間的短縮/⼈材流動化対応）
・源泉徴収票の従業員への電⼦化交付は許可済．

（※）個⼈住⺠税の特別徴収税額決定通知書（納税義務者⽤）の記載内容に係る秘匿措置の促進（平成28年10⽉14⽇）
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/107977.html
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直接交付

住⺠税納⼊書

 市区町村別、かつ企業別に⽇程も不定で送付されてくる
ため、税額通知受領事務が煩雑
（企業も送信記録台帳と照合）

 シェアードサービス会社による運⽤実状にそぐわない

現状課題（住民税の場合）

⼈事・給与業務のシェアードサービスにも適応できるよう
グループ単位での電⼦申請⼿続きを認めて頂きたい

期待される効果

運用実態に沿った電子申請改善で利用率向上へ

全国の市区町村

業務委託の事前申請をした場合、シェアード会社の
電⼦証明書で電⼦申告を可能として頂きたい．

納税義務者⽤特別住⺠税決定通知は、市区町村
から納税者個⼈へ直接交付して頂きたい
（プライバシー配慮/通知時間短縮/⼈材流動化対応）

①市区町村単位送付
（最⼤174１箇所）

企業の⾼負荷理由

eＬTAXシステム

市区町村数×グループ企業数を受領
※個別“ダウンロード操作を要す”

②送付⽇程未確定
⾃治体別にバラバラ到着
（受信有無確認煩雑）

③企業の電⼦証明書
が必須であり税理⼠
による代理申請必須

企業（シェアード会社）

※ピーク時はダウンロード専⽤者を終⽇配置．
※３８６７件ダウンロードに13時間要した（H26年度当社実測値）

住⺠税決定通知

eＬTAXシステム

※企業の求める条件でダウンロード可
※到着/未到着⾃治体の確認も容易に

企業（グループ単位で⼿続き可）

⼿続き代⾏企業の証明書で申告・受信可能に

管轄税務署

e-Taxシステム

所得税徴収⾼計算書

提言②

シェアード会社
電⼦証明書利⽤

納税義務者⽤
特別徴収税額
決定通知書

住⺠税決定通知

納税者

全国の市区町村
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出典：アビームコンサルティング株式会社「⽇本型シェアードサービスの再⽣と進化」 調査レポート（2012）
シェアードサービスを導⼊している連結売上⾼1,000億円以上または従業員数2,000⼈以上の東証⼀部上場企業を中⼼とする本社経営企画担当
責任者、シェアードサービス主管部⾨責任者、シェアードサービス担当責任者を対象にアンケート調査とインタビュー調査を実施した結果．
http://jp.abeam.com/collaterals/pdf/RR077.pdf

シェアードサービス導⼊状況 シェアードサービス導⼊業務

経理・財務

⼈事

総務

営業事務

情報ｼｽﾃﾑ

その他（※）

※その他：消費者対応、コールセンター、技術、研究⽀援、購買、広報、保険、⼈材派遣

⼈事

下記の⼈事業務の内訳は、給与・賞与計算（93％）、社会保険（86％）、
福利厚⽣（77％）の順に多い．

【ご参考】国内⼤⼿企業のシェアードサービス利⽤状況
 シェアードサービスは、企業グループ内の経理・事総務等の間接業務の処理を1社に集約する⼿法です．
 業務集約で⼈件費等のコスト削減と業務品質の向上効果が期待できます．
 シェアードサービスは⼤⼿企業の多くが導⼊済みであり、導⼊率が⾼いのは⼈事業務の給与・社会保障です．
 グループ連結経営の増加やコア事業の強化、ネットワーク技術の進化で更なる利⽤増が⾒込まれています．

導⼊済み
（76％）

導⼊検討中
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まとめ

1. 希望企業に対しては、特別徴収税額通知の全⾃治体から
の電⼦化送付をお願いしたい.

２．シェアードサービスにも適応できるよう、グループ企業
単位での電⼦⼿続きを認めて頂きたい.
・ｅＬＴＡＸ経由での納税申告を可能として頂きたい．

３．住⺠税の現年課税を実現して頂きたい．

・納税義務者⽤特別徴収税額決定通知書は市町村から
納税者個⼈へ直接交付して頂きたい．




